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１ 改定事項と概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）基本報酬の見直し 

リハビリテーションマネジメント加算の再評価｟後述(２)｠に伴い、基本報酬   

  に包括評価されているリハビリテーションマネジメントに相当する部分の評価 

を見直す。 

 

  

３０７単位/回    ⇒   ３０２単位/回 

 

 

（２）リハビリテーションマネジメントの強化 

適宜適切でより効果の高いリハビリテーションを実現するために、リハビリテ   

  ーション計画書（様式）の充実や計画の策定と活用等のプロセス管理の充実、介 

護支援専門員や他のサービス事業所を交えた「リハビリテーション会議」の実施 

と情報共有の仕組みの充実を評価する。 

また、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が訪問介護のサービス提供責任者

に対して行う指導及び助言は、リハビリテーションマネジメントのプロセスとし

て一体的に評価する。 

点数の新旧 
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基本報酬のリハビリテーション       リハビリテーションマネジメント加算Ⅰ 

マネジメント相当分               ６０単位/月        【新設】 

 

訪問介護との連携加算            リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ 

300 単位/回（3 月に 1 回を限度）       １５０単位/月         【新設】 

 

 

※ 算定要件 

○ リハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 訪問リハビリテーション計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該 

計画を見直していること。 

②  指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

が、介護支援専門員を通じて、指定訪問介護の事業その他の指定居宅サービス

に該当する事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生

活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。 

 

○ リハビリテーションマネジメント加算(Ⅱ) 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

①  リハビリテーション会議を開催し、リハビリテーションに関する専門的な見地

から利用者の状況等に関する情報を、構成員（会議の構成員である医師、理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画に位置づけ

られた指定居宅サービス等の担当者、その他関係者）と共有し、当該リハビリテ

ーション会議の内容を記録すること。 

②  訪問リハビリテーション計画について、医師が利用者又はその家族に対して説 

明し、利用者の同意を得ること。 

③  3 月に 1 回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の変化に 

応じ、訪問リハビリテーション計画を見直していること。 

④  指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

が、介護支援専門員に対し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、利

用者の有する能力、自立のために必要な支援方法及び日常生活上の留意点に関

する情報提供を行うこと。 

⑤  以下のいずれかに適合すること。 

ⅰ） 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴    

覚士が、居宅サービス計画に位置付けた指定訪問介護の事業その他の指定居宅 

サービスに該当する事業に係る従業者と指定訪問リハビリテーションの利用    

点数の新旧 
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者の居宅を訪問し、当該従業者に対し、リハビリテーションに関する専門的な 

見地から、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行 

うこと。 

ⅱ） 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士、作業療法士又は言語聴 

覚士が、指定訪問リハビリテーションの利用者の居宅を訪問し、その家族に対 

し、リハビリテーションに関する専門的な見地から、介護の工夫に関する指導

及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。 

⑥   ①から⑤までに適合することを確認し、記録すること。 

 

 
＜参考＞リハビリテーションマネジメントの強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 短期集中リハビリテーション実施加算の見直し 

【概要】 

・退院（所）後間もない者に対する身体機能の回復を目的とした、短期集中リハ    

ビリテーション実施加算は、早期かつ集中的な介入を行う部分についての平準化

した評価として見直す。 
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○ １週につきおおむね 2 回以上、1 回あたり 20 分以上の個別にリハビリテー 

ションを実施すること。 

○ リハビリテーションマネジメント加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)を算定していること。 

 

 

退院（所）日又は認定日から起算して 

１月以内  340 単位/日        

                               退院（所）日又は認定日から起算して 

退院（所）日又は認定日から起算して            ３月以内  200 単位/日 

１月超３月以内  200 単位/日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４) 社会参加を維持できるサービス等へ移行する体制の評価 

【概要】 

  ・訪問リハビリテーションの利用により ADL・IADL が向上し、社会参加に資

する取組※ に移行できるなど、質の高い訪問リハビリテーションを提供する事業

所の体制を評価する。 

(※社会参加に資する取組とは、指定通所介護、指定通所リハビリテーションなどへ移行すること。) 

 

 

                   （新規） 

(なし)            社会参加支援加算  17 単位/日 

 

 

※ 算定要件 

○ 指定訪問リハビリテーション事業所において評価対象期間(※別に厚生労働大臣

が定める期間)の次の年度内に限り 1 日につき 17 単位を所定の単位数に加算する。 

○ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

① 社会参加への移行状況 

評価対象期間において指定訪問リハビリテーションの提供を終了した者のうち、

指定通所介護、指定通所リハビリテーション、指定認知症対応型通所介護、通所事

業その他社会参加に資する取組を実施した者の占める割合が、100 分の 5 を超

えていること。 
 

社会参加に資する取組等を実施した実人数  

評価対象期間中にサービスの提供を終了した実人数 

 

点数の新旧 

算定要件 

点数の新旧 

＞ ５％ であること 
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② 訪問リハビリテーションの利用の回転 

 12 月を指定訪問リハビリテーション事業所の利用者の平均利用月数で除し 

て得た数が 100 分の 25 以上であること。 
 

１２月 

平均利用延月数 

※ 評価対象期間中に指定訪問リハビリテーションの提供を終了した日から起算し 

て 14 日以降 44 日以内に、指定訪問リハビリテーション事業所の従業者が、リハ

ビリテーションの提供を終了した者に対して、その居宅を訪問すること又は介護支

援専門員から居宅サービス計画に関する情報提供を受けることにより、指定通所介

護、指定通所リハビリテーション、指定認知症対応型通所介護、通所事業その他社

会参加に資する取組の実施状況が、居宅訪問等をした日から起算して、「3 月以上

継続する見込みであること」を確認し、記録すること。 

 

※ 厚生労働大臣が定める期間 

  社会参加支援加算を算定する年度の初日の属する年の前年の 1 月から 12 月 

までの期間 

 

【イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会参加に資する 

取組へ移行 

≧ ２５％ であること 

訪問リハビリテーション 

【 評価対象期間 】 １月１日～12 月 31 日 

【 届 出 】    翌年 3月 15 日まで 

【 算定期間 】   翌年 4月 1日～翌々年 3月 31 日まで 

評

価

対

象

期

間 

訪

問

し

て

確

認 

【 参加へ 】 

 
 

 

   

役割づくり     通所介護   地域の通いの場(自治会、サロン) 

※  終了後 14 日～ 44 日以内に訪問にて３月以上参加が継続することを確認   
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(５) 訪問リハビリテーションの基本方針及び訪問リハビリテーション計画の作成の   

見直し 

【概要】 

  ・活動と参加に向けたリハビリテーションが提供できるよう基本方針を見直す。 

  また、訪問リハビリテーションと通所リハビリテーションの両サービスを、同一

事業所が提供する場合に運営の効率化を図る。 

 

 

指定居宅サービスに該当する訪問リハビリテーションは、要介護状態となった場合にお

いても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、利用者の居宅において、

理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行うことにより、利用者の心身の

機能の維持回復を図る。 

 

 

 

 

  訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションを同一事業所が提供する場合、 

共通のリハビリテーション計画、利用者及び家族の同意、サービス実施状況の診療記録へ

の記載等を一体的に実施できるようにする。 
 

(具体的な対応) 

・指定訪問リハビリテーション事業者と指定通所リハビリテーション事業者が指定を併せて受け、かつ、リハ

ビリテーション会議の開催等を通じて、共通の目標及びリハビリテーション提供内容について整合性のとれ

た計画を作成した場合については、一体的計画の作成ができることとした。 

・訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションにおいて整合性のとれた計画に従い、リハビリテーシ

ョンを実施した場合には、診療記録を一括して管理しても差し支えないものであること。 

 

 

 

(６) 集合住宅に居住する利用者へのサービス提供（訪問系サービスにおける評価の見

直し） 

訪問介護、訪問入浴介護、夜間対応型訪問介護、訪問看護及び訪問リハビリテ 

ーションについて、以下の場合の評価を見直す。 

（ア）事業所の所在する建物と同一敷地内又は隣接する敷地内の建物（養護老人ホ

ーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。）

若しくは事業所と同一建物に居住する利用者を訪問する場合は、当該建物に居

住する人数に関わらず、当該利用者に対する報酬を減算する。 

（イ）上記以外の建物（建物の定義は同上）に居住する利用者を訪問する場合は、

当該建物に居住する利用者が一定数以上であるものについて、新たに減算する。 

 

基本方針 

訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーション計画の作成 
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※ 算定要件等 

○  集合住宅の居住者にサービス提供する場合に減算対象となる利用者は以下

のとおりとする。 

・  事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物（養護老人ホーム、  

軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。）若し

くは事業所と同一建物に居住する者 

・ 上記以外の範囲に所在する建物（建物の定義は同上）に居住する者（当該建物 

に居住する利用者の人数が１月あたり２０人以上の場合） 
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２ 運営基準の改正 

 

① リハビリテーションは「心身機能」、「活動」、「参加」などの生活機能の維持・向上

を図るものでなければならないことについて、訪問・通所リハビリテーションに

関する基本方針に規定する（訪問看護、通所介護、認知症対応型通所介護も同様）。 

（居宅基準第 75 条及び第 110 条等関係） 

 

② 訪問・通所リハビリテーションを提供する事業者は、介護支援専門員や各指定居

宅サービス事業所の担当者等がリハビリテーションカンファレンスの場に参画し、

リハビリテーションの観点から利用者主体の日常生活に着目した支援方針や目標、

計画を共有できるよう努めることとする（介護予防も同様）。 

（居宅基準第 80 条及び第 114 条関係、介護予防基準第 86 条及び第 125 条

関係） 

 

③ 訪問・通所リハビリテーションの両サービスを、同一事業者が提供する場合の運

営の効率化を推進するために、リハビリテーション計画、リハビリテーションに

関する利用者等の同意書、サービス実施状況の診療記録への記載等を効果的・効

率的に実施できるよう基準を見直す（介護予防も同様）。 

（居宅基準第 81 条及び第 115 条関係、介護予防基準第 86 条及び第 125 条

関係） 
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指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号） 

                                  下線部変更箇所 

                                  介護予防省略 

（基本方針） 

第７５条 指定居宅サービスに該当する訪問リハビリテーション（以下「指定訪問リハビリテー

ション」という。）の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限り

その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能 

の維持又は向上を目指し、利用者の居宅において、理学療法、作業療法その他必要なリハビリ

テーションを行うことにより、利用者の心身の機能の維持回復を図るものでなければならな

い。 

 

（指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針） 

第８０条（略）  

１～４（略）  

５【 新設 】指定訪問リハビリテーション事業者は、リハビリテーション会議（次条第一項に

規定する訪問リハビリテーション計画又は第百十五条第一項に規定する通所リハビリテーショ

ン計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつつ、医師、理学療法士、作業

療法士、言語聴覚士、介護支援専門員、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービ

ス等（法第８条第２３項に規定する指定居宅サービス等をいう。）の担当者その他の関係者

（以下｢構成員｣という。）により構成される会議をいう。以下同じ。）の開催により、リハビ

リテーションに関する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を構成員と共有するよう

努め、利用者に対し、適切なサービスを提供する。 

 

（訪問リハビリテーション計画の作成）  

第８１条（略） 

２～４（略）  

５ 【 新設 】指定訪問リハビリテーション事業者が指定通所リハビリテーション事業者（第

１０１条第１項に規定する指定通所リハビリテーション事業者をいう。）の指定を併せて受

け、かつ、リハビリテーション会議の開催等を通じて、利用者の病状、心身の状況、希望及び

その置かれている環境に関する情報を構成員と共有し、訪問リハビリテーション及び通所リハ

ビリテーションの目標及び当該目標を踏まえたリハビリテーション提供内容について整合性の

とれた訪問リハビリテーション計画を作成した場合については、第１１５条第１項から第４項

までに規定する運営に関する基準を満たすことをもって、前各項に規定する基準を満たしてい

るものとみなすことができる。 
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※ 参考資料 


